
新技術開発探訪　

河川管理の主な項目の一つに堤防機能確保のた
めの適切な植生管理がある。北陸地方の河川堤防
は急斜面が多く，ハンドガイド式草刈機（以下
「ハンドガイド」という）では転倒の危険性があ
り，また肩掛け式草刈機では労力がかかりコスト
高となっていることから，北陸技術事務所では，
急勾配法面の作業効率向上を目的に，平成３年に
遠隔操縦式の小型草刈機（刈幅１．２m）を開発し
た。
また，平成９年に刈幅を１．８５mとした大型遠隔
操縦式草刈機（以下「現有機」という）を開発，
肩掛け式と比べ，草刈にかかる費用を約２５％低減
するなど，直轄河川の維持管理費縮減に大いに貢
献しているところである。
しかし，現有機は機械価格が高価なため国土交
通省の河川事務所以外になかなか普及しないこ
と，緩傾斜部においては
ハンドガイドの方が作業
性で優位であることなど
の課題が残されている。
本報告は，比較的安価
な市販のハンドガイドに
遠隔操縦機能を付加し，
現場条件に応じて無人
（遠隔）および有人（搭

乗）操作を使い分けることにより，機械価格の低
減と作業効率の向上を実現した草刈機の開発につ
いて紹介するものである。

現有機の機械価格が高価（集草機含み約１２，０００
千円）なため，民間普及の障害，施工コストを押
し上げる原因となっている。また，緩傾斜部にお
ける作業速度は，現有機が約２km／hに対し，ハ
ンドガイドが約３km／hと差がある。
また，現有機を使用している河川管理者および

受注者にアンケート調査を実施し，改善方針をま
とめた（表―１）。
これらを踏まえ，市販のハンドガイド（集草機

含み約６，０００千円）に遠隔操縦機能と安全対策機
構を付加し，現場条件に応じて無人（遠隔）およ
び有人（搭乗）操作の使い分けが可能で機械価格
が安価な草刈機を開発することとした。

表―１ 改善要望と改善方針
改善要望 内 容 改善方針

刈残し解消 ・制御の応答遅れ
・刈幅が広く不陸に対応できない

・制御技術の変更
・刈幅を狭くする

法面損傷の防止 ・方向転換時に法面が荒れる ・接地圧，重量の軽減

車両の小型化 ・狭い場所に入れず刈残しが出る ・機械幅，刈幅を狭くする

送受信機の防水 ・湿気による誤動作が発生する ・防水性能を高める

飛石の防止 ・飛石による事故が発生する ・飛石防止装置の強化

送信機の転倒防止
フレーム撤去

・送信機の操作時に邪魔になる
（送信機転倒時の誤作動防止）

・転倒警報装置の装備

有人・無人対応型草刈機の開発
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写真―１ 作業状況（無人，有人）

写真―２ 路面追従のイメージ

写真―３ 飛石防止装置

開発の目標を以下に示す。
� 機械価格は，現有機の約１２，０００千円から３０％
低減の約８，０００千円。
� 作業能力は，現有機の０．３２h／１，０００m２からの
１０％向上の０．２９h／１，０００m２。

本開発に際し，公募により参加意思を表明した
ハスクバーナ・ゼノア株式会社（旧：小松ゼノア
株式会社）製のZHM１５１０（刈幅１．５m級）をベー
スとして開発を行うこととした。
改善方針に基づき検討，開発，現場試験を行い
決定した開発機の仕様を以下に示す。なお，�～
�は新たに開発した機能である。

� ハンドガイド式草刈機（ベースマシン）
刈幅１．５m級を無人（遠隔）および有人（搭乗）
対応型に改造する。これにより接地圧は９％低減
される（写真―１）。

� 路面追従機能を装備
作業装置の油圧をフリーとする「フローティン
グ機能」と「倣い装置」の採用により法面の不陸
に自動追従する（写真―２）。

� 刈草方式の変更
現有機は，飛石防止対策として刈刃の回転方向

をダウンカットとしているが，刈残しが多いため
に往路・復路の２回刈りを行っている。開発機
は，刈刃の回転方向を草刈効率が優れているアッ
プカット方式とする。これにより１回刈りが可能
となり，作業効率が大幅に向上する。

� 飛石防止装置の装備
アップカット方式の採用により飛石事故の発生

が懸念されるため，新たな飛石防止装置を開発，
装備する（写真―３）。

� 傾斜警報機能の装備
オペレータ転倒による誤作動を防止するため，

送信機に傾斜計を内蔵し，異常な角度を検知する
と草刈機が停止する。また，搭乗操作および遠隔
操作における機械転倒
事故を防止するため，
草刈機本体にも傾斜計
を装備し，危険な角度
に達すると警報を発す
る（写真―４）。

� 振動警報機能の装備
作業装置に振動計を

装備し，刈刃欠損によ
る異常振動を検知し警
報を発する（写真―
５）。

� 送受信機の防滴防塵仕様
送受信機は，建設機械用（特定小電力無線局）

の防滴防塵仕様を採用する（写真―６）。

写真―４ 傾斜計

写真―５ 振動計

技術情報コーナー

５８ 建設マネジメント技術 2011年 7月号



表―２ 草刈機外への飛散率
開発機 ハンドガイド 大型遠隔

草刈機外飛散率 ０．０９％ ６．１３％ ２．７７％

表―３ 試験実施の法面勾配範囲
試 験 遠隔操縦 搭乗運転

現場適応性試験 ３５．５°～ ２３．１°
（１：１．４～２．０）

３３．２°～２４．４°
（１：１．６～２．２）

現場性能確認試験 ３５．５°～ ２３．９°
（１：１．４～２．３）

３３．２°～２３．１°
（１：１．５～２．３）

開発した飛石防止装置の効果を定量的に把握す
るため，開発機，ハンドガイドおよび現有機を使
用し比較試験を実施した。
試験方法は，再生クラッシャラン（RC―４０）を

幅２００×長さ１，５００×高さ１００mmに整形し，その
上に草刈機の刈刃をセットし，削り，草刈機（本
体＋作業装置）より外（前後左右）へ飛散した量
を計測した（写真―７）。
刈刃が削った石の重量に対する草刈機より外に
飛散した石の重量の割合は表―２に示すとおりで
あり，開発した飛石防止装置の有効性が確認され
た。

北陸地方整備局管内で開発機を使った堤防除草
作業を行い，データを収集し解析を行った。

� 出来形管理基準（刈高さ１０cm）の確保
１回刈りによる刈高の計測結果を図―１に示

す。
� 搭乗（有人）操作時
平均値では，８／１０工区（８０％）において管理
基準を満足した。
� 遠隔（無人）操作時
平均値では，１０／１３工区（７７％）において管理

基準を満足した。
・管理基準を満足しなかった理由
遠隔（無人）操作時に，最低刈高も管理基準を

満足できなかった工区はススキが多く，その切株
の上をフローティングで通過したため刈高が高く
なったものと思われる。

� 最大除草法面勾配
遠隔操縦時の最大除草法面勾配の目標値「３５．５°

（１：１．４）以上」について，現場適応性試験など
を実施し，適応可能であることを確認した（表―
３）。

� １，０００m２当たり作業能力
計測結果を図―２に示す。
� 搭乗（有人）操作時
降雨による履帯の横滑り，法面をバックで戻り

ながらのレーン切り替え，天端での方向転換時刈
刃の回転停止など比較対象外のデータを除くと，
作業能力は０．２４h／１，０００m２（平均勾配２９．８°（約
１：１．７））となり，目標を１７％上回った。
� 遠隔（無人）操作時
比較対象外のデータを除く作業能力は０．２６h／

１，０００m２（平 均 勾 配：３１．１°（約１：１．６））と な

写真―６ 送信機

写真―７ 試験実施状況
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り，目標を１０％上回った。

現地性能試験の結果，抽出された不具合などに
ついて以下の改良を行った。

� 搭乗運転レバーの改良
遠隔操縦化に伴い搭乗運転レバーを電気式に変
更したところ，レバー操作に草刈機が過敏に反応
し，搭乗者が姿勢を崩す問題があった。
この問題を改善するため，市販のハンドガイド
との運転感覚が同一となるよう，操作レバーのス
トローク改良およびポテンショメータの追加，レ
バーの角度と出力電流の調整を行ったことによ
り，草刈機のスムーズな動きを可能とした。

� 送信機の改良
遠隔操縦用送信機の重量が約２．９kgと重く，長

時間作業を行った場合，首の痛みなどを訴えるオ
ペレータが多くいた。これを解消するために，送
信機のレバーガード
を取り外すなど軽量
化を行い，重量を約
１．９kgとするととも
に送信機を支える方
式を首から写真―８
に示すように両肩で
支える方式に改良し
た。

� 草刈機重量バランスの改善
飛び石防止装置など新規に追加した装置の重量

が増したことにより，草刈機の重心が前方に移動
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図―１ 刈高の計測結果（法面）
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図―２ 作業能力の計測結果

写真―８ 送信機の改良

※グラフの値は，最高，平均，最低の刈高を示している。
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図―３ 価格の低減率

し，急勾配の作業の際，草刈機が法面下に向きや
すいといった問題が発生した（重心位置が現行機
に対して下方に１０mm，右方向に１０mm，前方に
４０mm移動）。
各装置の軽量化を行い，作業装置全体で約１８kg

を削減することにより，走行安定性に一定の効果
が得られた。

� 機械価格（基礎価格）
開発機（本体＋集草機）の価格は現有機の約

１２，０００千円（税抜き）から－１３％の低減となった
が，目標の－３０％低減を達成することはできなか
った（図―３）。
操作性の向上や安全対策のために必要な機能を
付加したことが影響しているものと考えられる。

� 施工単価
現有機と開発機の１，０００m２当たり施工単価（直

接工事費）の比較を図―４に示す。

暫定値ではあるが，労務，機械損料，諸雑費
（補助機械および燃料）の合計額で約－７％のコ
スト縮減となった。
今後は，より多くの現場において施工合理化調

査を実施し，精度をあげた上で再評価を行う予定
である。

本開発機の導入に当たり，除草作業を行う上で
必要な安全確保をはじめ，遠隔操縦時の注意事項
などをとりまとめた「有人・無人対応型草刈機用
堤防除草安全施工マニュアル（案）」を作成し
た。記載項目は以下のとおりである。
� 有人・無人対応型草刈機の概要
� 除草作業時に起きやすい事故
� 本草刈機の特記事項
・操作上の注意事項（共通，ハンドガイド運転
時，遠隔操縦時）

� 除草作業における一般的な注意事項
� 草刈機点検記録簿

「有人・無人対応型草刈機」の開発を市販の量
産機をベースに行ったことにより，機械価格の低
減と同時に施工効率向上による草刈コストの縮減
を実現することができた。
本開発機は，平成２２年度より現有の小型遠隔操

縦式草刈機の後継機として順次導入されており，
平成２４年度からは現有機の後継機としての導入が
予定されている。
今後の実作業を通じて，有人・無人対応型草刈

機の開発技術に関するフォローアップ，コスト縮
減効果の検証を行うとともに，その効果を紹介す
ることで有人・無人対応型草刈機の普及拡大に努
め，堤防除草作業のコスト縮減に寄与していきた
いと考えている。

こいずみ みちひこ

国土交通省北陸地方整備局北陸技術事務所 施工調査課 施工調査課長 小泉 倫彦
さいとう しん

施工調査係長 齋藤 真

図―４ 施工単価の縮減率（暫定値）
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